第１号様式（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
東京都北区長　殿
住　　所
電話番号
氏　　名　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
東京都北区商店街空き店舗活用支援事業補助金交付申請書
標記の補助金に係る事業について、東京都北区商店街空き店舗活用支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり補助金の交付を申請します。
記
１　店舗名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　事業の内容

３　補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　　　　　円
４　店舗開店（予定）日　　　　　　年　　　月　　　日
５　添付書類

（１）事業計画書（別紙１）
（２）収支予算書（別紙２）事業収支計画表（別紙２－２）資金繰り計画表（別紙２－３）
（３）個人事業の開廃業等届出書又は法人設立届出書の写し（税務署受付印のあるもの）
（４）前期分の確定申告を終了している法人の場合は前期分の法人都民税の納税証明書、個人又は当該法人以外の法人の代表者の場合は前年度の特別区民税・都民税又は市町村民税の納税証明書若しくは非課税証明書の写し
（５）店舗の図面

（６）その他区長が必要であると認めた書類
※（４）の書類以外は、継続申請時は写しとすることができる。

第１号様式　別紙１（１）（第７条関係）
事　業　計　画　書
【店舗概要】
	店舗名称
	

	所在地
	

	代表者名
	
	従業員数
	

	店舗面積
	
	月額賃借料
	

	加入（予定）商店街名
	


【事業概要】
	１　新たな事業を開始する動機等（なぜこの事業を始めようと思ったのかなど）



	２　事業概要：（例：営業時間、商圏、主たる顧客層、予想来店者数）


	３　事業実施までのスケジュール


	４　販売戦略：事業戦略


	５　地域のにぎわいの創出、活性化への寄与



第１号様式　別紙１（２）（第７条関係）
事　業　計　画　書

	６　事業開始１年後の事業運営上の課題、リスクとその解決方法



	７　将来の展望（事業開始３年目まで）


	８　申請者の状況について

（１）新たに開始する事業に関連する勤務経験　　有　・　無（どちらかに○）
　　　勤務経験有の場合

　　　期間：　　年　　月　　　～　　　年　　月（通算　　年　　か月）

　　　業種：

　　　従事内容：

（２）事業を行うに際して、法令等に基づく資格　　有　・　無（どちらかに○）

　　　資格を取得している場合

　　　資格名：

　　　取得年月日：　　年　　月　　日

　　　今後取得見込みの場合

　　　資格名：

　　　取得予定年月日：　　年　　月　　日

（３）事業に行うに際して、法令等に基づく許認可の必要性　有・無（どちらかに○）

　　　許認可が必要な場合（下記いずれかに○、必要事項記入）
　　　ア　既に許認可を受けている

　　　　（許認可番号　　　　　　　　取得／有効年月日　　　年　　月　　日）

　　　イ　許認可の申請を行い、受理されている（受理年月日　　　年　　月　　日）

　　　ウ　許認可の申請はしていないが、　　年　　月　　日頃には申請する
（４）新たに開始する事業以前の事業経験　有・無（どちらかに○）

　　　期間：　　年　　月　　　～　　　年　　月（通算　　年　　か月）

　　　業種：
　　　従事内容：


第１号様式　別紙２（第７条関係）
収　支　予　算　書
【調達】

	自己資金
	

	借入金
	

	その他
	

	合計
	


【運用】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	項　　目
	単価（消費税込）
	規　模
	　合　計（消費税込）

	設

備

資

金
	
	
	
	

	運

転

資

金
	
	
	
	

	合　計
	
	
	


　　※設備資金欄には、店舗、工場、機械、備品、車両など内訳を記入ください。運転資金欄には、商品仕入、経費支払資金など内訳を記入ください。
　　※本事業補助金を含め交付が確定していない補助金については収入に計上しないでください。（事業収支計画表及び資金繰り計画表においても同様）

第１号様式　別紙２－２①（第７条関係）
事業収支計画表

（単位：円）

	
	開業月
	２月目
	３月目
	４月目
	５月目
	６月目
	７月目
	８月目

	売上①
	
	
	
	
	
	
	
	

	売上原価②
	
	
	
	
	
	
	
	

	売上利益③（①－②）
	
	
	
	
	
	
	
	

	経費
	人件費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	家賃
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	光熱費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	リース料
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計④
	
	
	
	
	
	
	
	

	純利益（③－④）
	
	
	
	
	
	
	
	


※経営者の報酬については、個人事業主の場合は人件費に計上せず、法人の場合は人件費として計上してください。
第１号様式　別紙２－２②（第７条関係）
事業収支計画表

（単位：円）

	
	９月目
	１０月目
	１１月目
	１２月目
	２年目
	３年目
	売上高、売上原価（仕入高）、経費を計算された根拠をご記入ください。

	売上①
	
	
	
	
	
	
	

	売上原価②
	
	
	
	
	
	
	

	売上利益③（①－②）
	
	
	
	
	
	
	

	経費
	人件費
	
	
	
	
	
	
	

	
	家賃
	
	
	
	
	
	
	

	
	光熱費
	
	
	
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	リース料
	
	
	
	
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計④
	
	
	
	
	
	
	

	純利益（③－④）
	
	
	
	
	
	
	


※経営者の報酬については、個人事業主の場合は人件費に計上せず、法人の場合は人件費として計上してください。

第１号様式　別紙２－３①（第７条関係）
資金繰り計画表

（単位：円）

	
	開業月
	２月目
	３月目
	４月目
	５月目
	６月目
	７月目

	期首現金預金①
	
	
	
	
	
	
	

	経常入金

②
	現金売上
	
	
	
	
	
	
	

	
	売上金回収
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	経常出金

③
	仕入支払
	
	
	
	
	
	
	

	
	経費支払
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	差引き過不足④（②－③）
	
	
	
	
	
	
	

	経常外

入金⑤
	借入金
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	経常外

出金⑥
	設備購入
	
	
	
	
	
	
	

	
	借入金返済
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	期末現金預金（①＋④＋⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	
	


第１号様式　別紙２－３②（第７条関係）
資金繰り計画表

（単位：円）

	
	８月目
	９月目
	１０月目
	１１月目
	１２月目
	２年目
	３年目

	期首現金預金①
	
	
	
	
	
	
	

	経常入金

②
	現金売上
	
	
	
	
	
	
	

	
	売上金回収
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	経常出金

③
	仕入支払
	
	
	
	
	
	
	

	
	経費支払
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	差引き過不足④（②－③）
	
	
	
	
	
	
	

	経常外

入金⑤
	借入金
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	経常外

出金⑥
	設備購入
	
	
	
	
	
	
	

	
	借入金返済
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	期末現金預金（①＋④＋⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	
	



